様式第９－２号

年　　 月 　　日

経営所得安定対策等の交付金に係る自家加工販売
(直売所等での販売)計画書兼出荷・販売等実績報告書

(自家加工販売等農業者)住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
交付申請者管理コード
	



１　自家加工販売(直売所等での販売)計画
	  麦・大豆・そば・なたねについて､自家加工販売や直売所等での販売を予定する農業者については､その数量等について､本様式に必要事項を記載し､交付申請書(様式第１号)に添付してください。


　①　原料農産物使用計画(麦・大豆・そば・なたねのうち該当する農産物を記載)
	原料農産物名
	年間使用量(単位：kg)
	左記のうち自ら生産した数量(単位：kg)

	

	
	

	

	
	

	

	
	

	

	
	


　②　商品の加工販売計画(直売所等での販売計画)及び販売形態
	商　品　名　等
	年間販売予定数量(単位：kg)
	
商品の販売形態
(該当する形態に○を付けてください)

	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
合　　計

	
	


販売形態が｢その他｣である場合の具体的な販売方法(　 　　　　    　　　　　　　)

　③　商品の主な販売先　(該当する販売先に○を付けてください。直売所等の場合は名称等を記載してください。) 
	
一般消費者

	
卸売業者
	
小売業者
	
スーパー等

	
直売所等

※　複数の直売所等に販売している場合は、主な販売先の直売所等の情報を記載してください。
	
直売所等の名称：


	
	
所　　在　　地：


	
	
連　　絡　　先：



　
④　原料農産物の生産数量を証明する書類
	　数量払の交付申請書を提出する際には、自ら生産した原料農産物の数量を証明する書類を提出することが必要となります。現時点で、提出する予定の証明書類に○を付けてください。
・農産物検査結果通知書の写し
・品種名・数量が分かる品位等検査結果の写し
・品質区分の確認の結果を証明した書類の写し
・製油業者等に製油を委託した原料の数量が分かる伝票の写し
・農協等に乾燥・調製を委託した場合の乾燥・調製後の数量が分かる伝票の写し
・そのほか生産数量を客観的に確認できる書類(　　　　　　　　　　　　　　)
※具体的な書類名を(　 　　     　　　　　　)に記載してください。



	※　地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律(平成22年法律第67号)第５条第１項の規定に基づき、総合化事業計画に係る認定を受けた者は、本計画書の１の内容について、総合化事業計画により確認できる場合、同計画の写しの提出により記載に代えることができます。



２　自家加工販売(直売所等での販売)出荷・販売等実績報告書
	　前年産の麦・大豆・そば・なたねについて､自家加工販売や直売所等での販売を行った者については､その数量等について､実績を記載してください。


　①　原料農産物使用実績(麦・大豆・そば・なたねのうち該当する農産物を記載)
	原料農産物名
	年間使用量(単位：kg)
	左記のうち自ら生産した数量(単位：kg)

	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	



　②　商品の加工販売実績(直売所等での販売実績)及び販売形態
	商　品　名　等
	年間販売数量(単位：kg)
	
商品の販売形態
(該当する形態に○を付けてください)

	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
	
	
自社店頭販売・直売所・宅配販売・その他


	
合　　計

	
	



【注意】自家加工販売や直売所等での販売を行っていた者であって、前年産の当該農産物に係る数量払の交付申請時点において、自家加工販売の原料に供する予定であった数量又は直売所等で販売する予定であった数量について、確実に出荷・販売したことが分かる出荷・販売伝票の写し等の一つを添付してください。
なお、出荷・販売伝票の写し等の書類の提出がなく、出荷・販売したことが確認できない場合には、前年産の当該農産物に係る数量払の交付金を返還していただく場合があります。
